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鳥海ダム建設事業再評価の経緯

（平成18年3月31日 子吉川水系河川整備計画策定）

平成22年6月 事業再評価 子吉川直轄河川改修事業
平成22年6月 事業再評価 鳥海ダム建設事業

※経過措置により、H22年度に再評価実施

（第５回 子吉川河川整備委員会）

（第６回 子吉川河川整備委員会）

平成18年2月 事業評価 子吉川直轄河川改修事業
平成18年2月 事業評価 鳥海ダム建設事業

（第２回 子吉川水系河川整備学識者懇談会）

平成25年12月 事業再評価 子吉川直轄河川改修事業

平成25年7月 事業再評価 鳥海ダム建設事業
※ダム事業の検証に係る再評価実施

平成25年度 東北地方整備局
事業評価監視委員会（第２回）で審議

※子吉川直轄河川改修事業は、河川整備計画に含まれる事業全体（ダムを含む）で事業評価を実施

※子吉川直轄河川改修事業は、河川整備計画に含まれる事業全体（ダムを含む）で再評価を実施

※子吉川直轄河川改修事業は、河川整備計画に含まれる河川改修事業で再評価を実施

（第５回 子吉川水系河川整備学識者懇談会）

平成28年11月 事業再評価 子吉川直轄河川改修事業

平成26年8月 新規事業採択時評価 鳥海ダム建設事業

平成30年10月 事業再評価 鳥海ダム建設事業

（第７回 子吉川水系河川整備学識者懇談会）

平成30年度 東北地方整備局事業評価監視委員会において、本結果を報告

（第６回 子吉川水系河川整備学識者懇談会）

平成29年7月 事業再評価 鳥海ダム建設事業

H22.3.31以前

H22.4.1以降

H30.3.30以降

4年

3年

1年

3年

1年

再評価
５年毎

凡 例
河川整備計画策定時に実施
子吉川河川改修事業関連
鳥海ダム建設事業関連

再評価
５年毎

再評価
３年毎

鳥海ダムは、これまでの事業の内容（目的や
事業費）を変更し、国土交通省所管公共事業
の再評価実施要領の「社会経済情勢の急激な
変化、技術革新等により再評価の実施の必要
が生じた事業」に該当することから、事業再
評価を実施する。

社会資本整備審議会 河川分科会
事業評価小委員会（第５回）で審議
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１．事業の概要
（1）鳥海ダム建設事業について

＜鳥海ダム完成イメージ＞

最低水位 EL.401.3m → 401.4m

洪水時最高水位 EL.419.2m

平常時最高貯水位 EL.411.5m → 411.6m

基礎地盤標高 EL.342.0m

洪水調節容量 21,000千ｍ3

利水容量 18,000千ｍ3

流水の正常な機能の維持 17,700千ｍ3 → 17,800千ｍ3

水道 300千ｍ3 → 200千ｍ3

発電 （18,000千ｍ3）

有効貯水容量
39,000千ｍ3

総貯水容量
47,000千ｍ3

↓
46,800千ｍ3

ダム高
H=81.0ｍ

堆砂容量 8,000千ｍ3 → 7,800千ｍ3

堤頂標高 EL.423.0m

＜鳥海ダム貯水池容量配分図＞

予算執行状況：約141億円（税込）

（平成30年度末までの執行額（見込み））

事業費（約863億円→約1,100億円）に対する

平成30年度末時点の進捗率（見込み）12.8%

ダム型式 台形ＣＳＧダム
ダム高 81.0m
堤頂長 365.0m
総貯水容量 47,000千m3 → 46,800千m3

湛水面積 3.1km2

集水面積 83.9km2

＜鳥海ダム位置図＞ ＜ダム諸元＞

※朱書きは基本計画作成によって前回評価時からの変更を予定している箇所

鳥海ダムは、子吉川上流の由利本荘市鳥海町に建設を予定している、洪水調節や流水の正常な機能の維持、水道用水の供給、
発電を目的とした多目的ダムです。



１．事業の概要

洪水調節：
鳥海ダムの建設される地点における計画高水流量毎秒780立方メートルのうち、
毎秒700立方メートルの洪水調節を行います。
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（2）鳥海ダム建設事業の目的

流水の正常な機能の維持：
下流の既得用水の補給等流水の正常な機能の維持と増進を図ります。

水道：
由利本荘市に対し、新たに1日最大20,670立方メートルの水道用水を供給します。
（前回評価時：29,390立方メートル）

平成 5年 4月 実施計画調査着手（鳥海ダム調査事務所）

平成16年 10月 子吉川水系河川整備基本方針策定

平成18年 3月 子吉川水系河川整備計画策定

平成22年 9月 ダム事業の検証に係る検討開始

平成25年 8月 ダム事業の検証における対応方針決定（事業継続）

平成27年 4月 建設段階へ移行（鳥海ダム工事事務所）

平成27年 10月 環境影響評価方法書公告

平成28年 12月 台形ＣＳＧダムとして大臣特認

平成29年 3月 発電事業者選定のための公募手続きを開始

平成29年 3月 環境影響評価準備書公告

平成30年 2月 発電事業者として秋田県を選定

平成30年 7月 環境影響評価書公告

平成30年 8月 特定多目的ダム法第４条第４項に基づく基本計画を作成する手続きを開始

（3）鳥海ダム建設事業の経緯

発電：
鳥海ダムの建設に伴って新設される鳥海発電所（仮称）において、最大出力990キロワットの発電を、
行います。（新規参画）
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２．事業の必要性等
（1）災害発生時の影響

鳥海ダム整備前

【事業実施前】
浸水面積 約1,952ha
浸水世帯数 約3,800戸
床上浸水 約1,954戸

鳥海ダム整備前

洪水 渇水

黒森川第２貯水池

吉沢地区(21.2km付近）

吉沢地区(22.2km付近）

くろもりがわ

正常流量
概ね11m3/s

※由利本荘市は、平成17年に本荘市と矢島町、大内町他７町が合併し発足※浸水想定区域には、羽後本荘駅などの主要施設や国道105号、JR羽越本線等の交通施設が存在。

子吉川流域で河川整備基本方針規模の洪水が発生した場合は、

子吉川沿川で浸水面積約1,952ha、浸水世帯数約3,800戸、

床上浸水約1,954戸の被害が発生するおそれがあります。

平成６年は近年で最も大きな渇水となり、旧大内町では、

時間断水が24日間（約800戸、約3,600人に影響）、

旧本荘市及び旧矢島町では減圧給水（約2,100戸、約8,200人に影響）、

河川流量の低下による塩水遡上により、農業用水等の取水を停止

するなどの影響がありました。
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流量(m3/s）

現況流下能力：1,400m3/s

S30.6.25洪水

平均年最大流量：860m3/s

S55.4.7洪水

H23.6.24洪水

現況流下能力：1,400m3/s

戦後最大の昭和22年7月洪水（約2,400m3/s：二十六木橋）

S22.7.23洪水

S30.6.25洪水

H14.7.16洪水

S62.8.17洪水S44.7.30洪水

S47.7.9洪水

平均年最大流量：860m3/s

H2.6.27洪水

S55.4.7洪水
第1位

第2位 第4位

第3位 H25.7.13洪水

第5位
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二十六木橋上空から上流側を撮影
（出典:秋田河川国道事務所資料）

平成23年6月洪水平成2年6月洪水

昭和50年8月洪水昭和47年7月洪水

旧本荘市薬師堂にて救助される住民
（出典:秋田河川国道事務所資料）

笹子川の増水による氾濫被災状況
（出典:秋田河川国道事務所資料）

旧本荘市岩渕下地区の家屋等に浸水
（出典:秋田河川国道事務所資料）

（2）過去の災害実績（洪水被害）

＜二十六木橋基準地点（治水）の年最大流量＞洪水発生年月日 

流域平均 
2 日雨量 

(二十六木橋上流域) 

実績流量 

(二十六木橋) 
被 害 状 況※2 

昭和 22 年 7 月 21 日～24 日
(前線及び低気圧) 312.5mm (約 2,400m3/s)※1 全半壊 26 戸、床上浸水 1,434 戸 

床下浸水 842 戸、農地 4,113ha 
昭和 30 年 6 月 24～26 日 
(梅雨前線) 155.5mm (約 2,300m3/s)※1 全半壊 0 戸、床上浸水 361 戸、 

床下浸水 898 戸、農地 2,613ha 

昭和 44 年 7 月 29 日～30 日
(梅雨前線) 180.8mm (約 1,500m3/s)※1 全半壊 0 戸、床上浸水 6 戸、 

床下浸水 31 戸、農地 249ha 

昭和 47 年 7 月 5 日～9 日 
(断続した豪雨) 195.7mm 1,570m3/s 全半壊 1 戸、床上浸水 197 戸、 

床下浸水 326 戸、農地 1,827ha 

昭和 50 年 8 月 5 日～7 日 
(低気圧による豪雨) 222.1mm 1,210m3/s 全半壊 3 戸、床上浸水 104 戸、 

床下浸水 350 戸、農地 2,292ha 

昭和 55 年 4 月 6 日 
(低気圧による雨と融雪) 65.8mm 1,940m3/s 全半壊 0 戸、床上浸水 29 戸、 

床下浸水 43 戸、農地 19ha 

昭和 56 年 8 月 23 日 
(前線及び低気圧) 111.8mm 952m3/s 全半壊 0 戸、床上浸水 1 戸、 

床下浸水 1 戸、農地 21ha 

昭和 59 年 9 月 2 日 
(低気圧に伴う前線) 151.5mm 1,260m3/s 全半壊 1 戸、床上浸水 108 戸、 

床下浸水 177 戸、農地 1,906ha 

昭和 62 年 8 月 16 日～18 日
(停滞前線による豪雨) 137.6mm 1,390m3/s 全半壊 0 戸、床上浸水 8 戸、 

床下浸水 21 戸、農地 375ha 

平成 2 年 6 月 26 日～27 日 
(梅雨前線) 136.1mm 1,380m3/s 全半壊 0 戸、床上浸水 4 戸、 

床下浸水 26 戸、農地 944ha 

平成 9 年 7 月 3 日～6 日 
(梅雨前線) 97.1mm 1,210m3/s 全半壊 0 戸、床上浸水 4 戸、 

床下浸水 8 戸、農地 227ha 

平成 10 年 8 月 6 日～8 日 
(梅雨前線) 129.8mm 740m3/s 全半壊 0 戸、床上浸水 130 戸、 

床下浸水 519 戸、農地 657ha 

平成 14 年 7 月 13 日～16 日
(梅雨前線及び低気圧) 133.5mm 1,350m3/s 全半壊 0 戸、床上浸水 5 戸、 

床下浸水 14 戸、農地 312ha 

平成 19 年 8 月 21 日～22 日
(前線及び低気圧) 128.3mm 1,007m3/s 全半壊 0 戸、床上浸水 4 戸、 

床下浸水 72 戸、農地 299ha 

平成 23 年 6 月 23 日～24 日
(梅雨前線及び低気圧) 223.0mm 1,820m3/s 全半壊 0 戸、床上浸水 46 戸、 

床下浸水 85 戸、農地 257ha 

平成 25 年 7 月 11 日～13 日
(梅雨前線) 164.3mm 1,431m3/s 全半壊 0 戸、床上浸水 0 戸、 

床下浸水 4 戸、農地 113ha 

平成 29 年 7 月 22 日～23 日
(梅雨前線) 181.6mm 967m3/s 全半壊 0 戸、床上浸水 16 戸、 

床下浸水 60 戸、農地 37ha 

 ※  被害状況は、昭和 22 年 7 月洪水は「秋田県災害年表」、昭和 30 年 6 月洪水は「秋田魁新報」、それ以外は「水害統計」
から記載。農地については、流出・埋没・浸水・冠水を全て含めた。また、内水・外水を含む。 

※1 昭和 22 年 7 月洪水,昭和 30 年 6 月洪水,昭和 44 年 7 月洪水の実績流量は再現計算流量を用いた。再現計算流量は氾濫
を考慮した流量である。 

※2 昭和 22 年 7 月洪水の家屋全半壊には土砂災害を含む場合がある。 
 昭和 30 年 6 月洪水被害は本荘市と由利郡の合計値である。 
 昭和 44 年の水害統計は「全壊」「半壊床上浸水」の区分に分かれ内訳不明のため、半壊床上浸水は床上浸水とした。 
 平成 29 年 7 月洪水の家屋被害は「秋田県災害対策本部発表資料」、浸水面積は秋田河川国道事務所による推定（速報値）
である。 

• 子吉川流域では、過去に昭和47年7月洪水、昭和50年8月洪水、昭和59年9月洪水、平成2年6月洪水、平成10年8月洪水により

甚大な浸水被害が発生しています。

• 近年では、昭和22年以降4番目の年最大流量を記録した平成23年6月洪水において堤防決壊や越水による浸水被害が発生しています。

２．事業の必要性等
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２．事業の必要性等（平成23年6月洪水における鳥海ダムの洪水調節効果）

滝沢橋

17.0k 17.0k

16.0k

16.0k

16.4k左岸・17.0k左岸
越水箇所付近の浸水状況

①

明法地点における水位低減試算結果

鳥海ダムの洪水調節により、最高水位を
約1.0ｍ低下させることができたと想定される。

明法地点

※ 浸水面積は、氾濫シミュレーションにより算出。

浸水範囲、深さの試算結果

現況河道：鳥海ダム整備前

現況河道：鳥海ダム整備後
浸水面積89.1ha

浸水面積297.1ha

二十六木橋

二十六木橋

計画高水位超過区間 5.0k～19.8k 約15km

計画高水位超過区間 5.0k～13.4k 約8km

明法

明法

①

①

鳥海ダムが完成した場合を想定
・計画高水位を超過する区間が約7km減少
・浸水面積約208haの被害が解消

鳥海ダムによ
り浸水が解消
される箇所

凡　例
浸水深

0.5m未満

0.5m～1.0m未満

1.0m～2.0m未満

2.0m～5.0m未満

凡　例
浸水深

0.5m未満

0.5m～1.0m未満

1.0m～2.0m未満

2.0m～5.0m未満

明法地点（16.0k）

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

-50 0 50 100 150 200

標
高
（
T
P
.m
）

鳥海ダムなし(明法観測所水位)

鳥海ダムがあった場合の想定水位

計画高水位

左岸 右岸計画高水位 EL.12.47m
鳥海ダムなし EL.12.63m

鳥海ダムあり EL.11.65m
水位差98cm

水位を低下

【洪水調節効果（試算）の概要】
• 平成23年6月洪水について鳥海ダムの洪水調節効果を試算したところ、計画高水位を超過する区間を約７km減少させる

ことができたものと想定されます。
• これにより、左岸15.8k-18.0kでの越水の解消などにより、約２０８haにおいて浸水被害が解消されたものと想定

されます。
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長瀬橋下流(子吉川20.1km付近)の状況 吉沢地区（21.2km付近）の状況

２．事業の必要性等
（3）過去の災害実績（渇水被害）

●平成6年渇水●平成元年渇水

●平成24年渇水●平成24年渇水

ポンプアップによる他系統用水の反復利用状況 由利本荘市内の地割れした水田の状況

●平成27年渇水●平成27年渇水

長瀬橋上流(子吉川20.1km付近)の状況 給水車による原水槽への補給状況

渇水年 主な渇水被害の状況

平成30年
(7～8月)

・塩水遡上により、5つの揚水機で最大8日間の取水中止となり、ため池からの補給や他系統用水の反復利用を実施した。
・塩水遡上により、河川からの取水ができなくなり、清掃センターは3日間取水中止となり、水道水に切り替えた。

・塩水遡上により、5つの揚水機で最大28日間の取水中止となり、他系統用水の反復利用を実施した。
・流量低下により、1つの揚水機で取水中止となり、他系統用水の反復利用を実施した。
・塩水遡上により、河川からの取水ができなくなり、清掃センターは18日間取水中止となり、水道水に切り替えた。

・塩水遡上により、河川からの取水ができなくなり、清掃センターは13日間取水中止となり、水道水に切り替えた。

平成19年
(8月)

・塩水遡上により、河川からの取水ができなくなり、清掃センターは4日間取水中止となり、水道水に切り替えた。

平成13年
(7～9月)

・塩水遡上により、1つの揚水機で2日間の取水中止となり、他系統用水の反復利用を実施した。
・河川流量の減少により、鳥海川第三発電所は41日間の運転中止となった。
・塩水遡上により、河川からの取水ができなくなり、清掃センターは14日間取水中止となり、水道水に切り替えた。

平成24年
(7～10月)

・宮内地点では、7月下旬から断続的に正常流量を下回った。
・塩水遡上により、5つの揚水機で最大34日間の取水中止となり、他系統用水の反復利用を実施した。
・流量低下により、1つの揚水機で取水中止となり、他系統用水の反復利用を実施した。
・塩水遡上により、河川からの取水ができなくなり、清掃センターは69日間取水中止となり、水道水に切り替えた。

平成20年
(8月)

・塩水遡上により、河川からの取水ができなくなり、清掃センターはが3日間取水中止となり、水道水に切り替えた。

平成23年
(7～8月)

平成元年
(7～8月)

・塩水遡上により、6つの揚水機で最大22日間の取水中止となり、ため池からの補給等を実施した。
・塩水遡上により、河川からの取水ができなくなり、清掃センターは20日間取水中止となり、水道水に切り替えた。

平成6年
(7～8月)

・本荘市簡易水道では、減圧給水が実施され、約300戸（約1,200人）の生活に影響を与えた。
・大内町簡易水道で、時間断水が実施され、約800戸（約3,600人）の生活に影響を与えた。
・矢島町上水道で、減圧給水が実施された。また、矢島町簡易水道でも減圧給水が実施され、合わせて約1,800戸（約7,000人）
の生活に影響を与えた。
・塩水遡上により、5つの揚水機で最大15日間の取水中止となり、ため池からの補給、時間帯取水等を実施した。
・塩水遡上により、河川からの取水ができなくなり、清掃センターは33日間取水中止となり、水道水に切り替えた。

　（出典：平成13年以降由利本荘市、秋田河川国道事務所資料及び関係土地改良区聞き取り）

平成27年
(5～10月)

・宮内地点では、6月上旬から断続的に正常流量を下回った。
・河川流量の低下により、由利本荘市水道では10日間取水中止となった。
・塩水遡上により、7つの揚水機で最大79日間の取水中止となり、他系統用水の反復利用を実施した。
・流量低下により、1つの揚水機で4日間取水中止となった。
・河川流量の減少により、4つの発電所で最大60日間の運転中止となった。
・塩水遡上により、河川からの取水ができなくなり、清掃センターは56日間取水中止となり、水道水に切り替えた。

平成11年
(8月)

・大内町簡易水道で、半日近くの給水制限が実施され、地区内の生活に影響を与えた。
・塩水遡上により、5つの揚水機で最大16日間の取水中止となり、ため池からの補給や他系統用水の反復利用を実施した。
・塩水遡上により、河川からの取水ができなくなり、清掃センターは10日間取水中止となり、水道水に切り替えた。

平成28年
(6～8月)

・宮内地点では、7月下旬から断続的に正常流量を下回った。
・塩水遡上により、4つの揚水機で最大27日間の取水中止となり、他系統用水の反復利用を実施した。
・河川流量の減少により、鳥海川第三発電所は4日間の運転中止となった。
・塩水遡上により、河川からの取水ができなくなり、清掃センターは24日間取水中止となり、水道水に切り替えた。

※当資料内においては、渇水被害位置を明確にする観点から、旧市町村名で明記

　（出典：平成11年まで子吉川水系河川整備計画（大臣管理区間）平成18年3月）

平成18年
(8月)

• 子吉川流域では、夏場を中心に河川流量が減少するため、塩水遡上による農業用水等の取水が困難となる状況が繰り返されており、

毎年のように慢性的な水不足状態が生じています。

• 近年の平成27年渇水では、河川流量の減少により由利本荘市水道用水で１０日間の取水中止や、水道用水の水源の約8割を依存している
黒森川貯水池の貯水率が低下したため、にかほ市大潟川から黒森川貯水池へ補給を受けるなど渇水被害が生じています。



給水車による原水槽への補給状況
（H27.7 田代・屋敷簡易水道）

※黒森川貯水池：黒森川第一貯水池、黒森川第二貯水池、子吉ため池の３池の総称

※本資料に掲載の流量は暫定値です。

・農業用水８施設最大７９日間取水停止
・清掃センター（ゴミ焼却及び汚水処理）にて５６日間取水停止

・黒森川貯水池※の貯水率が37.3％まで低下
・にかほ市大潟川から黒森川貯水池へ補給を実施

長瀬橋上流（子吉川20.1km付近）（H27.8.5撮影）

【平成27年の流水状況】【平年の流水状況】 9月4日【子吉ため池（貯水率7.2％）】

長瀬橋上流（子吉川20.1km付近）（H18.8.7撮影）

最小となった黒森川貯水池
貯水率（9月4日）

黒森川第一貯水池 48.1%

黒森川第二貯水池 63.4%

子吉ため池 7.2%

合計 37.3%

２．事業の必要性等（平成27年渇水における鳥海ダムの利水効果）

【給水車による補給状況（田代・屋敷簡易水道）】

H27年9月17日
渇水対策支部
解除

合計の貯水率は、３貯水池
の総貯水容量の合計に対
する３貯水池の9月4日の
貯水容量の合計の割合

【渇水の概要】
• 平成２７年は、平年に比べ降雨量が少なく、６月以降子吉川の水量が減少したため、塩水遡上による取水停止などの
渇水被害が発生しました。

• 由利本荘市では、６月２５日より「渇水対策本部」を設置し、ウェブサイトやチラシによる節水の呼びかけが
実施されました。

• にかほ市大潟川から黒森川貯水池へ補給を実施したほか、田代・屋敷簡易水道施設では水源の水量が減少したため、
別水源より給水車による補給が行われました。

鳥海ダムの完成によって、平成27年の渇水では100%の取水が可能となり、農業用水の取水停止や水道用水不足などの
渇水被害が防止できたと想定されます。 9
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平成以降
3番目

２．事業の必要性等

正常流量 概ね11m3/s

は平成以降上位３位の渇水年

【流水の正常な機能の維持】
• 子吉川の流水の正常な機能を維持するために必要な流量（正常流量）は宮内地点において概ね11m3/sです。
• 10年に1回程度起こりうる渇水時においても、建設する鳥海ダムから必要な水量を補給することにより正常流量を確保し、

河川環境の保全や安定的な水利用を図ります。
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（4）災害発生の危険度

子吉川とその支川の流域
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洪水 渇水

正常流量 概ね11m3/s

は平成以降上位３位の渇水年

子吉川の流域特性は、流域面積の約半分を占める３支川

（鮎川、石沢川、芋川）が、人口と資産が集中する由利本荘市の

市街地上流、あるいは市街地で合流する特性を有しているため、

洪水時には市街地で流量が急激に上昇しやすく、洪水被害の

危険度が高い特性があります。

子吉川では、流水の正常な機能を維持するために必要な流量として、

宮内地点で概ね11m3/sの流量が必要ですが、過去42年間（S51～H29）

のうち、24ヶ年で正常流量が確保できていないため、渇水が発生する

可能性が高い状況にあります。

２．事業の必要性等
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２．事業の必要性等
（5）地域開発の状況（事業に係わる地域の人口、資産等の変化）

【地域の人口の推移】

【地域の産業の推移】

出典：S45～H27年国勢調査（S45～H12は旧市町村積み上げ）

由利本荘市の人口と世帯数の推移

出典：S45～H27国勢調査
（旧本荘市、旧矢島町、旧由利町、旧鳥海町、旧東由利町、旧大内町の人口を集計）

産業別就業者数の推移
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• 平成20年6月に電子部品製造工場が本荘工業団地に進出し操業開始。
•以降も、本荘工業団地に企業の立地が増加するとともに、日平均使用水量も増加。

本荘工業団地の状況

平成30年8月撮影

TDK本荘工場
（第１工場）

TDK本荘工場
（第２工場）
H28.9操業開始 石沢川

子
吉
川

• 由利本荘市の人口は、昭和60年のおよそ9.7万人をピークに減少傾向となっていますが、世帯数はおよそ2.5万世帯から2.9万世帯と増加

しており、平成22年から平成27年の推移は、人口がおよそ8.5万人から8万人、世帯数が2.9万世帯から変わらず、ほぼ同水準で

推移しています。

• 産業別の就業者数の構成は昭和50年以降大きく変動し、電気電子部品製造業を中心とした企業誘致が進んだ結果として、昭和50年まで

約4割を占めていた第一次産業の割合が激減し、第二次産業及び第三次産業の合計割合が増加しており、平成22年から平成27年の推移は

同水準で推移しています。

• また、電気部品製造工場立地後も、本荘工業団地への企業立地数が増加しており、平成28年9月にはTDK本荘工場（第２工場）が操業を

開始しています。



（6）地域の協力体制（要望等）

鳥海ダム建設促進期成同盟会からの要望書 由利本荘市、由利本荘市議からの要望書

13

• 秋田県知事及び秋田県議会により、鳥海ダム建設事業の促進と河川事業による地域の安全・安心の確保について、
要望活動が行われています。

• 昭和47年5月に設立された「子吉川治水期成同盟会（構成：由利本荘市、由利本荘市議会他5団体）」により、
子吉川の改修事業等の促進について毎年要望が行われています。

• 昭和63年10月に設立された「鳥海ダム建設促進期成同盟会（構成：由利本荘市、にかほ市、由利本荘市議会、
にかほ市議会他5団体）」により、早期建設に向け毎年要望活動が行われています。

• 由利本荘市、由利本荘市議会により、鳥海ダム建設事業の促進を求めて、毎年要望活動が行われています。

• 平成18年5月には「鳥海ダム建設を促進する市民の会（構成：由利本荘市土地改良区連絡協議会他26団体）」が設立され、
早期建設に向け約51,000人の署名運動などを展開しています。

• 地権者で組織されている団体として、「百宅町内会水没地権者会」、「鳥海ダム地権者会」が組織され、
鳥海ダム建設促進と地権者の生活向上を目的として、全員一致でダム建設に協力の意志を示しています。

２．事業の必要性等



２．事業の必要性等
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（7）関連事業との整合

利水回答文書（水道） 利水回答文書（発電）

○水道事業
鳥海ダム建設事業に関する水道事業については、

基本計画の作成に先立ち利水照会を行い、
由利本荘市が利水参画（ダム使用権設定予定者）
することを確認しています。

○発電事業
平成28年4月の電気事業法の改正に伴い、

電力の自由化により電気事業者の範囲が広がったことから、
幅広い事業者に対して意思を確認する必要があると考え、
発電事業者選定のための公募手続きを行い、秋田県を
選定しました。
選定後、利水照会を行い、秋田県が利水参画（ダム使用

権設定予定者）することを確認しています。
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■ 感度分析（治水＋不特定）

全体事業（B/C） 残事業（B/C）

残事業費（+10%～-10%） 1.4 ～ 1.4 1.5 ～ 1.6

残 工 期（+10%～-10%） 1.4 ～ 1.4 1.5 ～ 1.5

資 産（-10%～+10%） 1.3 ～ 1.4 1.5 ～ 1.6

項 目

前回評価（H29） 今回評価（H30）

全体事業
（H5～H40）

全体事業
（H5～H40）

残事業
（H31～H40）

治水＋不特定 治水＋不特定 治水＋不特定

現在価値化 現在価値化 現在価値化

Ｃ
費
用

建設費 ① 657億円 893億円 702億円

維持管理費 ② 56億円 70億円 70億円

総費用 ③=①+② 713億円 963億円 772億円

Ｂ
便
益

便益 ④ 1,139億円 1,319億円 1,147億円

残存価値 ⑤ 8億円 14億円 36億円

総便益 ⑥=④+⑤ 1,148億円 1,333億円 1,183億円

費用便益比（CBR） Ｂ／Ｃ 1.6 1.4 1.5

純現在価値（NPV） Ｂ－Ｃ 435億円 370億円 412億円

経済的内部収益率（EIRR） 12.0% 11.1% 16.5%

（1）費用対効果分析

３．費用対効果分析（費用便益比）

※表示桁数の関係で計算値が一致しないことがあります。
○評価基準年次：平成30年度
○総便益（Ｂ）：・便益（治水）については評価時点を現在価値化の基準時点とし、治水施設の整備期間と

治水施設の完成から50年間までを評価対象期間にして年平均被害軽減期待額を割引率を
用いて現在価値化したもの、及び流水の正常な機能の維持に必要な容量を確保するため、
単独で代替ダムを建設すると想定した場合の費用を「不特定容量身替り建設費」として
算定したものの総和

・残存価値：将来において施設が有している価値
○総費用（Ｃ）：・評価時点を現在価値化の基準時点とし、治水施設の整備期間と治水施設の完成から50年

間までを評価対象期間にして、建設費と維持管理費をアロケーション率及び割引率を用
いて現在価値化したものの総和

・建設費：鳥海ダム建設に要する費用
※実施済の建設費は実績費用を計上

・維持管理費：鳥海ダムの維持管理に要する費用
○割引率：「社会資本整備に係る費用対効果分析に関する統一的運用指針」により4.0%とする
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３．費用対効果分析（貨幣換算が困難な効果等による評価）
（2）事業実施の投資効果による評価（貨幣換算が困難な効果等による評価）

「想定死者数」の考え方
65歳以上、65歳未満人口を、それぞれの居住する階数毎および浸水深区分毎に整理し、その人口に各水位帯における死亡率を乗じて想定死者数を算出しました。

※「水害の被害指標分析の手引き
（H25試行版）」により実施したもの。

※鳥海ダム完成時河道、確率規模1/100の想定値 ※鳥海ダム完成時河道、確率規模1/100の想定値

「鳥海ダム建設事業」が
完了することによる効果

河川整備基本方針規模の洪水における人的被害

鳥海ダム整備前 鳥海ダム整備後

• 河川整備基本方針規模の洪水が発生した場合、事業実施により浸水面積は約580haの軽減効果が期待できます。

また、浸水区域内の避難行動要支援者数は約79％（2,509人）、想定死者数（避難率40%）は約61％（14人）の軽減が想定されます。

ダム整備前

項目 被害

浸水面積 約 1,952 ha

浸水区域内人口 約 9,227 人

浸水区域内避難行動要支援者 約 3,176 人

避難率80% 約 8 人

想定死者数 避難率40% 約 23 人

避難率 0% 約 39 人

ダム整備後

項目 被害

浸水面積 約 1,372 ha

浸水区域内人口 約 1,774 人

浸水区域内避難行動要支援者 約 667 人

避難率80% 約 3 人

想定死者数 避難率40% 約 9 人

避難率 0% 約 14 人
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４．事業の進捗状況
（1）事業の進捗状況

実 施 計 画 調 査 建 設
管
理

実
施
計
画
調
査
着
手

H5

河
川
整
備
基
本
方
針

（
Ｈ
16.

10.

29
策
定
）

河
川
整
備
計
画

（
Ｈ
18.

3.

31
策
定
）

Ｈ
22
～
25

鳥
海
ダ
ム
の
検
証 環境影響評価の手続き

基本計画の作成

新
規
事
業
採
択
時

評
価
の
手
続
き

建

設

着

手

H27

用地調査

基
本
計
画
告
示

用

地

取

得
・
工

事

実

施
凡 例

試

験

湛

水

運

用
・
管

理

河川法に基づく手続き

実施済の事業段階・手続

実施中の手続

今後の事業段階・手続

特定多目的ダム法に基づく手続き

• ダム本体工事の着手に向けて、測量、水理水文調査、地質調査、環境調査、ダム本体の設計、付替道路の設計、用地調査等を

継続実施しています。

• 今後は、基本計画を告示し、用地補償基準の妥結、用地買収、工事に着手する予定であり、事業の順調な進捗が見込まれます。
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５．コスト縮減の可能性

【原計画】 【変更計画】堤体勾配 1 : 1.0 堤体勾配 1 : 0.8

堤 体 堤 体

ＣＳＧ体積が約28万㎥の減となる

・地質調査や各種設計等の進捗を考慮した結果、コスト縮減が可能となりました。

変更内容

堤体工 : ２７．１億円減

●堤体標準断面の見直し

地質調査及び設計の進捗に伴い、基礎地盤として十分な強度を有する良好な岩盤の分布範囲の精度が
向上したことから、堤体上下流面勾配を1:1.0から1:0.8に見直しました。

〇新たなコスト縮減
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変更内容

転流工 ： ９．２億円減

●遮水壁の工法見直し

鳥海ダムは、地中を４０ｍ掘削し堤体を打設することから、地下水の流水を遮断するため仮締切部に遮水壁を
設ける予定です。
地質調査の進捗を踏まえて詳細設計を行った結果、掘削と同時に地中改良が可能なSMW工法を採用しました。

【現計画】 【変更計画】地中連続壁工法（RC連壁） SMW工法

出典：地層科学研究所ウェブサイト出典：地層科学研究所ウェブサイト

材料･･･生コン、鉄筋かご
工程･･･掘削→立込→打設

材料･･･セメント（スラリー）、H鋼
工程･･･削孔注入→立込

５．コスト縮減の可能性

・地質調査や各種設計等の進捗を考慮した結果、コスト縮減が可能となりました。

〇新たなコスト縮減



20

６．代替案立案の可能性

〇平成22年度から平成25年度に実施した鳥海ダム建設事業の検証に係る検討において、
「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づき「洪水調節」、
「新規利水（水道用水）」及び「流水の正常な機能の維持」を目的別に鳥海ダム案と
鳥海ダム案以外の代替案を複数の評価軸ごとに評価し、総合的な評価としては、
コスト的な観点から見た実現性等の面から、「鳥海ダム案」が優位と評価しています。

〇上記評価における鳥海ダム案と代替案について、物価上昇等による建設費の見直しを
行った上で、今回の鳥海ダム事業内容の変更に伴う、建設費の見直しを考慮したとしても、
「鳥海ダム案」が優位との評価が変わらないことを確認しています。



• 秋田県知事からは、事業の継続に対して異議はなく、事業期間内の完成に向けて、より一層の合理化を図り、総事業費の節減に
努めるとともに、建設工事中の安全対策について十分な配慮を求める意見を頂いています。

７．地方公共団体等の意見
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８．対応方針（原案）

 事業継続
 前回の評価時以降も事業の必要性は変わっておらず、今後も事業の順調な進捗が見込まれることから、引き続き事業を継続することを

妥当と考えます。

 子吉川流域では、過去に昭和47年7月洪水、昭和50年8月洪水、昭和59年9月洪水、平成2年6月洪水、平成10年8月洪水により
甚大な浸水被害が発生しており、近年では、昭和22年以降4番目の年最大流量を記録した平成23年6月洪水において堤防決壊や
越水による浸水被害が発生しています。

 子吉川流域では、夏場を中心に河川流量が減少するため、塩水遡上による農業用水等の取水が困難となる状況が繰り返されており、
毎年のように慢性的な水不足状態が生じています。

 子吉川流域における近年の渇水は、平成27年に由利本荘市上水道の水源の約8割を依存している黒森川貯水池において、
少雨により貯水量がわずかの状態となる渇水被害が発生したため、にかほ市大潟川から黒森川貯水池へ補給を受け対応しています。

 地質調査や各種設計等の進捗を考慮した結果、堤体標準断面図の見直しや遮水壁の工法見直しによるコスト縮減が可能となりました。
 鳥海ダム建設事業の検証の中で「洪水調節に係る対策案」、「流水の正常な機能の維持に係る対策案」及び「新規利水対策案」について

代替案を検討した結果、最も有利な案は「鳥海ダム案」となっていましたが、鳥海ダム案と代替案について、物価上昇等による建設費の
見直しを行った上で、今回の鳥海ダム事業内容の変更に伴う、建設費を見直しを考慮したとしても、「鳥海ダム案」が優位との評価が
変わらないことを確認しています。

 秋田県知事の意見
 秋田県知事からは、事業の継続に対して異議はなく、事業期間内の完成に向けて、より一層の合理化を図り、総事業費の節減に努める

とともに、建設工事中の安全対策について十分な配慮を求める意見を頂いています。

 ダム本体工事の着手に向けて、測量、水理水文調査、地質調査、環境調査、ダム本体の設計、付替道路の設計、用地調査等を
継続実施しています。

 今後は、基本計画を告示し、用地補償基準の妥結、用地買収、工事に着手する予定であり、事業の順調な進捗が見込まれます。
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②事業の進捗の見込みの視点

③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

④地方公共団体等の意見

⑤対応方針（原案）

①事業の必要性等の視点


